
実践報告

食環境整備における食品関連企業・行政・住民組織の
連携とその意義

―地域在住高齢者を対象とした食事バランスガイド
普及啓発事業の事例から―

高 橋 希＊１ 今 井 具 子＊２ 武 見 ゆかり＊３

目的：食環境整備事業における企業，行政，住民組織による参加型地域活動の連携の意義と課題を特

定すること．

方法：地域在住高齢者対象に，コンビニエンスストア店内で食事バランスガイドを活用した弁当の販

売，リーフレット配布等による普及啓発，また住民組織対象に，食事バランスガイド学習会と

弁当監修に参画する参加型の栄養教育が実施された．連携の意義と課題は以下の方法により特

定した．１）事業経過毎の関係機関の関わりと役割の整理，２）質問紙調査による住民組織の

食行動等の変化の把握，３）インタビュー調査による企業及び行政担当者の事業の受け止め方

の把握．

結果：１）目的，方法決定後に，企業が行政と連携を図り，住民組織の参画を得た．２）学習会及び

弁当監修に参画した住民組織高齢者群（以下モニター群）（ｎ＝７１）は，比較群（ｎ＝５２）に

比べ，事後の食事バランスガイドの理解度，活用する自信，家族・友人と料理・栄養の話題を

する頻度が有意に高くなった．３）行政の受け止め方は，良かった点として「弁当の試食・監

修による住民組織高齢者の事業への参画」と「自主グループから地域への拡がり」，課題とし

ては企画段階で「参加者にとって身近な存在の協力が必要」であることと，実施後に「行政担

当者の事後支援の必要性」があることが特定された．

結論：参加型地域活動の連携の意義としては，住民組織に参加型栄養教育を実施した際の効果が示唆

され，課題としては，関係者の連携を事業開始時点から行い，事業後を視野に入れた企画・実

施を行うことが重要であると示唆された．
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� 緒 言

オタワ憲章の中でヘルスプロモーションが提

唱されて以来，健康づくりのための環境整備の

重要性が認識されてきた１，２）．日本では，平成１２

年（２０００）に健康日本２１が策定され，栄養・食

生活分野の中の目標項目として食に関する環境
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整備が位置づけられた３）．その後，平成１６年

（２００４）には「健康づくりのための食環境整備

に関する検討会報告書」の中で，食環境は「食

物へのアクセス」，「情報へのアクセス」並びに

両者の統合と定義され，総合的な食環境整備の

必要性が示された４）．そうした健康・栄養政策

の流れの中で，平成１７年（２００５）に厚生労働省

と農林水産省が，何をどれだけ食べたらよいか

をイラストで示した日本版フードガイド「食事

バランスガイド」を作成し，食品産業の分野や

地域の食生活改善等の場での具体的な活用が求

められた５）．また都道府県，市町村の自治体に

対しては，食品産業に取り組みを働きかけ，支

援することが求められた５）．このような動向を

受け，食事バランスガイドが作成されてから５

年間に，行政と食品産業が連携した事例もいく

つか報告されるようになった６，７）．行政と食品産

業の連携を一時的なものとして終わらせず，継

続的な取組みとしていくためには，実施プロセ

スにおける課題を整理し，次の取り組みに活か

すことが必要である．しかしながら，これまで

の報告は概要に留まっており，そのプロセスの

詳細や両者の連携における課題を整理した報告

は少ない．

本報は平成１８年度農林水産省の補助事業「高

齢者を対象とした小売業・外食産業における食

事バランスガイド実証事業」の一つとして８），

コンビニエンスストアを運営する民間企業（以

下，Ｙ企業）が参画し，コンビニエンスストア

から食事バランスガイドの普及啓発を実施した

事業（以下，本事業）の報告である．本事業の

特徴は，取り組みの過程でＹ企業と行政及び地

域の高齢者自主グループ（以下，住民組織）と

の連携が生まれ，住民組織が事業の企画に参画

し，コンビニエンスストアと住民組織の活動の

場を組み合わせて普及啓発を実施した点にあ

る．本事業におけるＹ企業及び行政，住民組織

の関わりの過程を整理し，食事バランスガイド

普及啓発前後の住民の食行動等の変化，及びＹ

企業担当者と行政の事業の受け止め方から，企

業，行政，住民組織が連携する地域活動の意義

と課題を特定することを目的とした．

� 方 法

１．本事業におけるＹ企業・行政・住民組織の

関わりの整理

関係機関として，Ｙ企業，行政，住民組織以

外に，農林水産省から本事業を受託して運営・

調整を担った財団の事務局，普及啓発や事業評

価の方法を提案・実施した大学・研究機関を加

え，本事業への関わりを整理した．本事業の企

画，実施，評価の流れに沿って，関係機関が

担った役割を，会議録や関係者への聞き取りを

もとに整理を行った．

２．住民組織に所属する高齢者の食行動等の変

化による普及啓発の評価

１）高齢者の変化を把握するための評価デザイ

ン

食事バランスガイド普及啓発の場となるコン

ビニエンスストア近隣で活動する住民組織の高

齢者をモニター群，同じ区内のそれ以外の地域

で活動する住民組織の高齢者を比較群とした．

モニター群には，コンビニエンスストア及び住

民組織活動の場での食事バランスガイドの普及

啓発を，比較群にはその一部を実施した．本事

業の趣旨にそって作成した質問紙調査を両者の

普及啓発前後に実施し，食行動，食態度，食知

識の変化を比較するデザインを用いた．

２）調査方法と対象

事前調査は，平成１８年（２００６）９月下旬～１０

月上旬に実施した．対象者の募集は，行政か

ら，地域で活動する高齢者住民組織に組織単位

での参加を声がけした．その結果，モニター群

は３つの住民組織から９１名，比較群は４つの住

民組織から７６名の協力が得られた．事前調査の

回収率は１００％だった．事後調査は，１２月に実

施し，モニター群７２名，比較群５５名から回答を

得た．調査は，対象者の利便性を考慮し，住民
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組織の通常の活動日時と場所で集合法により実

施した．無回答，矛盾回答の多い者を除外し，

モニター群７１名（有効回答率７８．０％），比較群５２

名（６８．４％）を解析対象とした．対象者には，

調査時に自由意志による調査協力や個人情報保

護の方針などについて説明した．倫理的配慮に

ついては，香川栄養学園実験研究に関する医学

倫理委員会の承認を得た（香倫委第２３３号）．

３）解析方法

コンビニエンスストア及び住民組織活動の場

の普及啓発前後の変化を群別に検討した．食事

バランスガイドの認知度はMcNemar検定を用

い，その他のカテゴリーが３つ以上の項目は，

頻度の低いもの或いは最も望ましくない回答を

１とし，最も頻度が高いもの或いは最も望まし

い回答が最大の数値となるように数字を割り当

て，Wilcoxonの符号付き順位検定を行った．

事前・事後の両群の回答の分布の差（以下，群

間差）はMann―WhitneyのＵ検定を行って比較

した．データの集計，解析にはSPSS version

１４．０for windowsを用いた．有意水準は５％と

した．

３．Ｙ企業及び行政担当者へのインタビュー調

査による本事業の受け止め方の整理

１）対象のリクルート方法

行政及び企業の視点から本事業の良かった点

や課題を抽出するため，インタビュー調査を実

施した．行政では，モニター群に調査説明及び

調査補助を行った保健総合センターの専門職に

協力を依頼した．企業では，検討会，弁当の企

画や高齢者への弁当の説明を行ったＹ企業担当

者に協力を依頼した．行政から２名，Ｙ企業か

ら５名の協力を得た．対象者には，本研究の趣

旨及び方法，個人のプライバシーの保護等を記

載した依頼書を事前に送付し，面接前に口頭で

面接協力への同意，インタビューの録音及び公

表の許可を得た．

２）インタビュー方法と内容

本事業終了後の平成１９年（２００７）５，６月に

半構造化インタビューを行った．行政担当者は

保健総合センター栄養室で，Ｙ企業担当者は本

社会議室で実施した．行政担当者は２名同時に

インタビューを行い，Ｙ企業担当者は５名をグ

ループインタビューした．インタビュー時間は

いずれも１時間とし，インタビュー項目は，

「事業を実施して良かった点」「事業を実施す

る上で問題があった点」「問題から今後事業に

必要な事（課題）」の３つとした．モデレーター

は第一著者が務め，テープレコーダーを用いて

記録した．

３）分析方法

分析はロングテーブル法アプローチを用い

た９）．第一著者が逐語録を作成した．第一著者

と本事業に関係しなかった者２名，計３名が

別々に以下の分析を行った．逐語録に行番号を

振った後，まとまりを持った意味ごとに文章を

切り離した．切り離した文章を上述のインタ

ビュー３項目に振り分け，該当しないものは，

「その他」に移動した．なお３項目に振り分け

る際は，行政，企業の担当者が良かった点，問

題点，課題として発言したとおりに振り分け

た．抽出した文章中，とくに重要な意味を持つ

部分をキーセンテンスとし，キーセンテンスの

意味内容の類似性に基づいてカテゴリー化

し１０），本事業の経過にそって，Ｙ企業，行政担

当者別に事業に対する受け止め方を整理した．

３名の分析結果を比較し，全員の分析結果の整

合性がとれるまで検討を繰り返した．さらに，

この分析結果について，直接分析作業に関わら

なかった第三著者が点検し矛盾点などを分析者

と議論し，分析の精度を高めた．

� 結 果

１．事業の企画，実施，評価の経緯と関係機関

の関わり（図１）

１）コンビニエンスストアにおける普及啓発内

容の決定

図１に本事業の企画，実施，評価の経緯と関
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係機関の役割を示す．事業は財団法人すこやか

食生活協会が事務局となり実施された．この組

織が，高齢者や障害者を対象とした活動を設立

趣旨とする財団だったため，主たる事業対象は

高齢者と設定された．小売業・外食産業におけ

る食事バランスガイドの普及啓発が本事業の趣

旨であったため，以前から農林水産省の食育活

動と関わりがあったＹ企業が参画し，Ｙ企業が

経営するコンビニエンスストアで食事バランス

ガイドの普及啓発を行うこととなった．普及啓

発の実施場所及び期間は，Ｙ企業の提案で，実

行可能性を考慮し，東京都Ａ区の直営店３店舗

（以下，モデル店舗）とし，平成１８年（２００６）

１１月の２週間とされた．

図１ 本事業のプロセスと関係者の担った役割
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普及啓発の主な内容は，１）食事バランスガ

イドに基づいた「栄養バランスの良い弁当（以

下「バランス弁当」）」の販売，２）高齢者向け

食事バランスガイドのリーフレットの配布，

３）食事バランスガイドを活用した商品の販売

促進（副菜，果物と弁当の買い合わせを提案し

たパネルの設置，食事バランスガイドの料理区

分別（主食，主菜，副菜，牛乳・乳製品，果物）

に店内の商品のサービング数を示したPOPの

設置等）であった．以上の決定を事務局，企業，

大学・研究機関から構成される検討委員会で討

議して行った．

２）普及啓発の評価方法の決定と対象者の獲得

普及啓発の企画，実施，評価の方法は，検討

委員会で協議し決定された．実践現場の取組み

の評価についても，比較群を設けた評価デザイ

ンを用いることが有識者から提案され，この段

階で，対象の募集方法や実施についてＡ区健康

づくり担当部門本庁に相談することとなった．

すなわち，行政の関わりは事業当初から予定さ

れていたものではなく，事業目的や普及啓発内

容がほぼ決定した後からの関わりであった．

相談を受けた健康づくり担当部門からは高齢

者の住民組織に調査を依頼する提案があり，住

民組織を支援しているＡ区内５つの保健総合セ

ンター担当者（以下，行政担当者）から募集の

声がけをすることとなった．各行政担当者との

調整を事務局が行い，応募してきた住民組織と

の調整は行政担当者が行った．

３）住民組織の場を活用した普及啓発の実施と

役割分担

Ｙ企業からの提案で，モニター群には事前の

質問紙調査実施後，同会場で「バランス弁当」

の企画への参画の場を設けることとなり，第一

著者による１０分程度の食事バランスガイドの学

習会，Ｙ企業による「バランス弁当」の試食と

説明を実施することとなった．そこで得られた

モニター群の意見をふまえ修正され販売に至っ

た弁当には，「Ａ区シニアの皆様と一緒に考え

ました」と記載したシールが貼付された．学習

会では食事バランスガイドによる食事記録用紙

を１週間分配布し，事後調査時に持参した者に

は管理栄養士がアドバイスすることを伝えた．

事後の質問紙調査回答時に，提出者に対し，管

理栄養士がコメントを付けた食事記録用紙を返

却した．同時に，事前調査時に実施した簡易型

自記式食事歴法質問票１１）による食事診断結果を

全員に返却し，その結果をふまえた第２回食事

バランスガイド学習会を第一著者が１０分程度

行った．比較群に対しては，事前の食事バラス

ガイドの学習会，食事記録用紙の配布，事後調

査後のコメント返却，及び食事診断結果を用い

た第２回学習会を同様に実施した．

モニター群と比較群の本事業への関わりの違

いは，普及啓発の主要教材ともいえる「バラン

ス弁当」の企画への参画の有無と，普及啓発の

場であるモデル店舗へのアクセシビリティの違

いであった．また，以上の実施においては，各

会場とも，住民組織と日頃から関わりのある行

政担当者が補助を務めた．

２．普及啓発前後の住民組織に所属する高齢者

の食行動等の変化

１）対象者の属性（表１）

平均年齢はモニター群７２．５歳（SD ６．４），比

較群７０．０歳（SD ５．１），女性の割合がモニター

群６４人（９０．１％），比較群５１人（９８．１％）であっ

た．年齢，コンビニエンスストアの利用頻度に

おいて有意差がみられ，モニター群の方が高齢

で，コンビニエンスストア利用頻度が高かった

（ｐ＜０．０１）．性別，職業，家族構成，身体状

況には差はみられず，全ての対象者がひとりで

外出できると回答した．なお，モニター群につ

いて，コンビニエンスストア利用頻度と他の要

因の関連を検討した結果，表には示していない

が，１人暮らしの者ほど利用頻度が高く（ｐ＜

０．０１），またコンビニエンスストア利用頻度の

高い者ほど，弁当・惣菜の利用頻度の高い者が

多かった（ｐ＜０．０１）．
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２）食行動，食態度，食知識の変化（表２）

事前調査時の両群の比較では，食事バランス

ガイドの認知度や理解度，重要度，活用する自

信に有意な差はみられなかった．

群別の前後比較では，両群とも食事バランス

ガイドの認知度，理解度，重要度，活用する自

信が有意に高くなった．食行動では，弁当・惣

菜の利用頻度，友人との共食頻度で，モニター

群のみ有意に増加した．家族・友人と料理・栄

養の話をする頻度は，モニター群で有意に増加

したのに対し，比較群は有意に減少した．

事後の群間の差の比較で，モニター群と比較

群で有意差がみられた項目は，食事バランスガ

イドの理解度，活用する自信，弁当惣菜の利用

頻度，家族・友人と料理・栄養の話題をする頻

度であった．なお，表には示していないが，モ

ニター群では，コンビニエンスストア利用頻度

の高い者ほど，栄養成分表示等の活用で「いつ

も参考にしている」者が有意に多かった（ｐ＝

０．０１）．

３．企業及び行政担当者の事業の経過の受け止

め方と課題（図２）

１）企業担当者の受け止め方と課題

普及啓発の企画段階の課題として「地域との

連携が難しい」，良かった点として「企画のヒ

ントを得た」というカテゴリーが抽出された．

実施段階の問題点として「声かけのタイミング

の難しさ」「人員不足」「アルバイトの教育」が，

良かった点として「店内のPOPの効果」が得

られた．実施後の良かった点は「参加者の理

解」，課題は「本部のバックアップ体制」「売り

上げの重要性」「社会全体の（食事バランスガ

イドの）認知度の向上」がカテゴリー化された．

２）行政担当者の受け止め方と課題

企画段階の課題としては「参加者にとって身

近な存在の協力が必要」と「グループの選定方

法」が，問題点として「担当者の心配」や「参

加者の心配」がカテゴリー化された．良かった

点では「弁当試食・監修による住民組織高齢者

の事業への参画」が抽出されたが，一方で問題

点として事前調査時に「参加者の疲労」「趣旨

の理解不足」もカテゴリー化された．実施後の

良かった点に「自主グループから地域への拡が

り」がカテゴリー化された．課題として「行政

担当者の事後支援の必要性」がカテゴリー化さ

れた．

表１ 対象者の属性
モ ニ タ ー 群 比 較 群

群間差
Ｐ値１）

女 性 男 性 合 計 女 性 男 性 合 計
（ｎ＝６４） （ｎ＝７） （ｎ＝７１） （ｎ＝５１） （ｎ＝１） （ｎ＝５２）

性別 ６４（９０．１） ７（ ９．８） ７１（１００．０） ５１（９８．１） １（ １．９） ５２（１００．０） ０．１４
年齢 ７２．１（SD６．５） ７６．６（SD４．９） ７２．５（SD６．４） ６９．７（SD５．０） ６２．０ ７０．０（SD５．１） ０．０１
身体状況 BMI（Body Mass Index）

１８．５kg／m２未満 ７（１０．９） ０（ ０．０） ７（ ９．９） ３（ ５．９） ０（ ０．０） ３（ ５．８）

０．６２１８．５～２４．９kg／m２ ４１（６４．１） ３（４２．９） ４４（６２．０） ３５（６８．６） １（１００．０） ３６（６９．２）
２５kg／m２以上 １６（２５．０） ４（５７．１） ２０（２８．２） １３（２５．５） ０（ ０．０） １３（２５．０）

職業 職業あり ２（ ３．２） ０（ ０．０） ２（ ４．２） ５（１０．０） ０（ ０．０） ５（１３．７）
０．０９職業なし ６２（９６．８） ７（１００．０） ６９（９５．８） ４５（９０．０） １（１００．０） ４６（８６．３）

家族構成 一人暮らし ２２（３４．４） ２（２８．６） ２４（３３．８） １１（２１．６） ０（ ０．０） １１（２１．２）

０．３１夫婦のみ ２２（３４．４） ５（７１．４） ２７（３８．０） ２４（４７．１） ０（ ０．０） ２４（４６．２）
複合家族 ２０（３１．３） ０（ ０．０） ２０（２８．２） １６（３１．３） １（１００．０） １７（３２．７）

ADL ひとりで外出できる ６４（１００．０） ７（１００．０） ７１（１００．０） ５１（１００．０） １（１００．０） ５２（１００．０） ―
コンビニエンス
ストア利用

週６回以上 ３（ ４．７） ０（ ０．０） ３（ ４．２） ０（ ０．０） ０（ ０．０） ０（ ０．０）
週４～５回 ６（ ９．４） １（１４．３） ７（ ９．９） １（ ２．０） １（１００．０） ２（ ３．８） ＜０．０１
週２～３回 １５（２３．４） ２（２８．６） １７（２３．９） ２（ ３．９） ０（ ０．０） ２（ ３．８）
週１回程度 ２９．７（１９．０） ２（２８．６） ２１（２９．６） ８（１５．７） ０（ ０．０） ８（１５．４）
ほとんどない ２１（３２．８） ２（２８．６） ２３（３２．４） ４０（７８．４） ０（ ０．０） ４０（７６．９）

年齢は平均値（標準偏差SD）で示し，他は実数（％）で示した
BMIは，体重〔kg〕／（身長〔m〕）２により算出した
１）性別，職業，ADLはFisherの正確検定，年齢は対応のないt―検定，その他はχ２検定を行った
群間差は，両群の男女合計の数値で比較を行った．
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� 考 察

１．本事業から示唆される企業，行政，住民組

織の連携の意義

１）住民組織の参画による住民自身の変化への

影響

企業，行政の連携により，住民組織の参画の

場が実現し，住民組織高齢者に，以下の参加型

栄養教育の影響が示された点に，連携の意義が

認められた．

すなわち，質問紙調査の事後の群間差の結

果，参画の場を得たモニター群のほうが，比較

群よりも，食事バランスガイドの理解度，重要

度及び活用する自信が有意に高いことが示され

た．この結果は，学習者参加型の栄養教育は，

食物選択の行動や態度の変容に効果的であると

いう報告と一致する１２）．

２点目に家族・友人と料理・栄養の話題をす

る頻度は事後において，モニター群で比較群に

比べ有意に高かった．この結果は，対象者の企

画段階からの参画は，プログラムへの関心を高

め，参加率向上に影響を与えるという報告と一

致する１３，１４）．

３点目に，前後比較でモニター群の弁当・惣

菜の利用頻度及び家族・友人と料理・栄養の話

題をする頻度が有意に増加した点である．これ

表２ 本事業実施前後の食事バランスガイド関連項目，及び食行動の変化 数値：人数（％）

モニター群 前後の
差
ｐ値１）

比較群 前後の
差
ｐ値１）

事前の
群間差
ｐ値２）

事後の
群間差２）

ｐ値
（ｎ＝７１） （ｎ＝５２）

事前 事後 事前 事後

食事バランス
ガイド関連

認知度 知っている ４４（６２．０） ６８（９５．８）
＜０．０１

３２（６１．５） ５０（９６．２）
＜０．０１ ０．９６ ０．９２

知らない ２７（３８．０） ３（４．２） ２０（３８．５） ２（３．８）
食事バランス
ガイド理解度

よく理解している ８（１１．３） １３（１８．３） ３（５．８） ２（３．８）
ある程度理解 ３１（４３．７） ５０（７０．４） ＜０．０１ ２５（４８．１） ３４（６５．４） ０．０１ ０．６６ ＜０．０１
あまり理解していない ３（４．２） ５（７．０） ２（３．８） １１（２１．２）
理解していない・知らない ２９（４０．８） ３（４．２） ２２（４２．３） ５（９．６）

食事バランス
ガイド重要度

非常に大切 ２５（３５．２） ４２（５９．２） １８（３４．６） ２２（４２．３）
まあ大切 １７（２３．９） ２３（３２．４） ＜０．０１ １０（１９．２） ２２（４２．３） ＜０．０１ ０．８４ ０．０６
どちらともいえない ２（２．８） ３（４．２） ３（５．８） ６（１１．５）
あまり大切でない ０（０．０） ０（０．０） １（１．９） ０（０．０）
大切でない・知らない ２７（３８．０） ３（４．２） ２０（３８．５） ２（３．８）

食事バランス
ガイド活用自信

かなりできる ７（９．９） ８（１１．３） ３（５．８） １（１．９）
少しできる １７（２３．９） ３５（４９．３） ＜０．０１ １５（２８．８） ２０（３８．５） ＜０．０１ ０．７７ ０．０４
どちらともいえない １４（１９．７） １４（１９．７） ７（１３．５） ２０（３８．５）
あまりできない ５（７．０） １１（１５．５） ６（１１．５） ９（１７．３）
まったくできない・知らない ２８（３９．４） ３（４．２） ２１（４０．４） ２（３．８）

食行動
購買行動 弁当・惣菜利用 週６回以上 １（１．４） １（１．４）

＜０．０１

０（０．０） ０（０．０）

０．６１
週４～５回 １（１．４） ５（７．０） １（１．９） １（１．９） ０．３５ ０．０２
週２～３回 １６（２２．９） ２２（３１．０） １１（２１．２） １０（１９．２）
週１回程度 ２０（２８．６） ２２（３１．０） １１（２１．２） １７（３２．７）
ほとんどない ３２（４５．７） ２１（２９．６） ２９（５５．８） ２４（４６．２）

食べる行動 友人との共食 週１回以上 １２（１６．９） １７（２３．９）

０．０１

４（７．７） ８（１５．４）

０．８９
月１，２回 ２６（３６．６） ３１（４３．７） ２７（５１．９） ２５（４８．１） ０．９２ ０．４２
年数回 ２２（３１．０） １４（１９．７） １５（２８．８） １３（２５．０）
ほとんどない １１（１５．５） ９（１２．７） ６（１１．５） ６（１１．５）

食情報交換
活用行動

家族・友人と
料理・栄養の話

ほぼ毎日 ７（１０．０） １５（２１．１）

０．０２

８（１５．７） ５（９．６）

０．０２
週数回 ２９（４１．４） ２６（３６．６） ２２（４３．１） １４（２６．９） ０．２７ ０．０３
月数回 ２２（３１．４） ２３（３２．４） １５（２９．４） ２７（５１．９）
ほとんどしない １２（１７．１） ７（９．９） ６（１１．８） ６（１１．５）

栄養成分表示
等の活用

いつも参考にしている １５（２１．１） １３（１８．３）
０．０９

１０（１９．２） ７（１３．５）
０．１８０時々参考にしている ３７（５２．１） ４１（５７．７） ３１（５９．６） ３１（５９．６） ０．７５０ ０．５１

参考にしていない １９（２６．８） １７（２３．９） １１（２１．２） １４（２６．９）

１）認知度は，McNemar検定，その他は，Wilcoxonの符号付順位検定を行った．
２）モニター群，比較群の事後の分布の差についてMann―WhitneyのＵ検定を行った．
Wilcoxonの符号付順位検定及びMann―WhitneyのＵ検定については，頻度が高いまた望ましい回答の順に高い数値を段階的に割り当て検定を行った．
なお食事バランスガイドを「知らない」と回答した者は，もっとも望ましくない回答と同じ数値を割り当てた．

高橋，他／食環境整備における住民組織・企業・行政の連携
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は，企業が参画の成果を「バランス弁当」や

POPとして，住民自身や家族・友人などに見

える形で商品化したことの影響と推測される．

なお弁当・惣菜の利用頻度に事後に群間差が

みられたことは，参画による影響とは断定でき

ない．モニター群のコンビニエンスストアの利

用頻度は比較群に比べ高い割合であり，モニ

ター群のコンビニエンスストア利用頻度と弁

当・惣菜の利用頻度に関連が見られたことか

ら，コンビニエンスストアへのアクセスの良さ

による違いとも考えられる．

２）インタビュー調査結果から示唆される企

業，行政にとっての意義

本事業の「良かった点」として，企画段階で

「事業を実施して良かった点」で抽出されたキーセンテンス及びカテゴリーを正方形枠，「事業を実施する上で問題
があった点」を丸正方形枠，「課題」を点線枠で囲い，枠内の「」はカテゴリーを示した。

図２ Ｙ企業及び行政担当者の本事業の受け止め方
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は企業担当者から「企画へのヒントを得た」，

行政担当者から「弁当試食・監修による住民組

織高齢者の事業への参画」，実施後では，行政

担当者から「自主グループから地域への拡がり」

が抽出され，参画の場が肯定的に受け止められ

ていた．WHOのヘルスプロモーションとコ

ミュニティ活動に関する報告書では，健康教育

における地域の巻き込みを影響力のあるものに

するには，情報を伝える人材が必要と述べられ

ている１５）．弁当の企画に参画した高齢者の一部

が，そうした人材となる可能性があったこと，

また彼らから商品化のヒントを直接得られたこ

とは，行政及び企業にとっての住民組織と連携

する意義といえよう．

２．本事業実施上の課題

１）企業にとっての課題

企画段階における課題として，企業担当者へ

のインタビュー調査結果から「地域との連携が

難しい」が抽出されていた．企業が住民組織と

の連携に至る過程で，行政からの情報提供や調

整が不可欠だった．行政は，住民組織の存在や

活動方法の情報提供，住民組織へ事業の趣旨説

明の他，グループの活動の場で調査が実施でき

るよう調整する役割を担った．しかし行政の関

わりは，図１に示すとおり，第２回検討委員会

で普及啓発の実施内容などが決定した後であっ

たことから，行政にとっては十分な議論や検討

がないままでの関わりとなった．このことは，

行政担当者のインタビュー調査結果から，企画

段階で，「担当者の心配」「参加者の心配」「参

加者の趣旨の理解不足」など問題点のカテゴ

リーが抽出されたことからも明らかである．し

たがって，事業の最初から全ての関係者が関わ

りを持つこと，途中から加わる関係者がでた場

合は，十分な情報提供と議論を行うことの重要

性が改めて確認された．

実施後の課題としては「売り上げの重要性」

「社会全体の（食事バランスガイド）認知度の

向上」が抽出された．企業の関わりの継続性を

考える上では，利益・利潤の問題が大きいこと

も確認された．

２）行政にとっての課題

行政担当者のインタビュー調査結果から，

「行政担当者の事後支援の必要性」が課題とし

て抽出された．本事業は単年度予算の事業で

あったため，事務局を担った財団や企業は，事

業後まで見据えた企画や実施方法の検討が不十

分であった．一方，住民組織や行政は，予算に

関係なく，地域の中で長期的な関係を有し活動

を行っている．したがって，事業終了後の継続

性を考えた場合，実施後の住民組織への支援の

あり方や，事業で作成された成果物の活用方法

について，行政担当者がキーパーソンとなり，

議論すべきであった．

３．企業，住民組織，行政が連携する類似事業

への示唆

本事業における企業，行政，及び住民組織の

関わりの過程を整理した結果，類似の事業実施

の際に留意すべき点として，以下の３点が示唆

された．

１つ目は，事業により行動変容や生活習慣の

改善を見込む対象住民を明確にし，その住民が

企画に参画しやすい事業内容とすることであ

る．可能ならばその参画の成果を目に見える

形，或いは実感できる形で事業の中で示すこと

が効果につながると示唆された．

２つ目に，事業に連携する関係者が全て，企

画の最初から関わることが理想だが，実践現場

では途中から加わる関係者がでてくる可能性は

高い．その場合，十分な情報提供と目的や方法

の共有のための議論を徹底することが必要であ

る．

３つ目に，事業終了後の継続性を視野に入れ

た企画・実施とする必要性である．とくに終了

後のキーパーソン，キー組織はどこなのかを明

確にし，実施中から終了後の準備を行っておか

ないと継続性は担保されない．地域において単

年度事業を実施する場合，この点はとくに留意
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すべき点である．

なお本研究の意義と課題は，企業，行政担当

者のインタビュー調査結果で良かった点として

抽出されたカテゴリーを「意義」，問題があっ

た点，課題を「課題」として扱っている．本事

業の当事者という限られた視点で整理された結

果であることは，本研究の限界である．

� ま と め

平成１８年度（２００６）農林水産省の「食事バラ

ンスガイドを活用した食環境整備に関する実証

事業」の一部として，食事バランスガイドの普

及啓発を企業，行政，住民組織が連携して実施

した．普及啓発は，「バランス弁当」の販売等

コンビニエンスストアのモデル店舗内の情報提

供と，住民組織の活動の場での学習会などを組

み合わせて実施した．事業の企画から評価まで

一連の経緯と関係機関の関わりを整理し，事業

評価は，学習会及び弁当の監修に参画したモニ

ター群と学習会のみの比較群を設け，普及啓発

前後の食行動等の前後比較と群間の差の比較を

質問紙調査により行った．また行政及び企業担

当者へ事業の受け止め方に関するインタビュー

調査を行った．関係機関の関わりの整理におい

て，行政や住民組織の関わりは，普及啓発の内

容が決定した後であった．事後の群間の差で

は，モニター群の方が比較群に比べ，食事バラ

ンスガイドの理解度，活用する自信，家族・友

人と料理・栄養の話題を取り上げる頻度が有意

に高くなった．事業の行政側の受け止め方で

は，良かった点に「弁当の試食・監修による住

民組織高齢者の事業への参画」，「自主グループ

から地域への拡がり」，課題には企画段階で「参

加者にとって身近な存在の協力が必要」，実施

後に「行政担当者の事後支援の必要性」がカテ

ゴリー化された．以上より，連携の意義とし

て，住民組織に参加型栄養教育の効果が示唆さ

れ，課題としては，関係者の連携を事業開始時

点から行い，事業終了後を視野に入れた企画・

実施を行うことが示唆された．また今後の類似

事業への示唆として，１）企画段階から住民の

参画を得ること，２）関係者の連携は事業開始

時点から行うこと，３）事業終了後を視野に入

れた企画・実施を行うことの３点の重要性が示

された．
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Collaboration between the food industry,
local governments, and community groups to
improve food environment and the significance:
Case study of promoting the Japanese Food Guide

to community―dwelling elderly

Nozomi TAKAHASHI＊１, Tomoko IMAI＊２, Yukari TAKEMI＊３

Objective: To determine the challenges facing collaboration efforts between the food industry, local

governments, and community groups in a project to improve the food environment in the com-

munity and the significance of those efforts.

Methods: The Japanese Food Guide was promoted to the elderly at convenience stores through

sales of nutritionally―balanced lunchboxes and distribution of brochures, among other efforts. Sig-

nificance of and challenges encountered in these efforts were analyzed in three ways: classifying

the method of involvement and the role of relevant organization, evaluating changes in dietary

behaviors of subjects via questionnaire, and assessing the reaction of the food industry and local

government officials towards this project via interview.

Results: After determining the project purpose and methods to be used, collaboration with local

government officials and the food industry began, and community groups were recruited by lo-

cal governments. Compared to the５２control individuals, the７１residents（hereafter referred to

as“monitors”）involved in education and preparing lunchboxes demonstrated significantly im-

proved understanding and self―confidence in using the food guide as well as increased frequency

of discussing food and nutrition with family or friends. Staff members of the local governments

reacted positively to the project in terms of“involvement of community groups in development

of a new lunchbox”but identified“need for local government officials’support afterward”as a

challenge.

Conclusions: Our findings suggest that the collaboration has significant effects on community

groups, while the challenges involved in collaboration between related organizations started from

the planning and included the need for support from local government officials after the project

had concluded.

〔JJHEP；２０（Special Issue）：３１―４２〕
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